
 
 

都市税財源の充実強化に関する決議 

地方財政は、これまでの地方交付税総額の大幅な削減による地域間格

差の拡大、累次の国･地方を通じた大幅な財政歳出の削減圧力、そして近

時の世界的な金融危機に端を発した地域の実体経済への深刻な打撃など

により、危機的な状況にある。 

一方で、今後、福祉、医療などの社会保障関係費や、日常生活に欠く

ことのできない教育、安全などの経費、さらに社会基盤施設の維持費用

などの増嵩は不可避となっており、これ以上の財政状況の悪化は、住民

サービスへ深刻な影響を与えかねない。 

こうした危機的な状況の中で地域の経営主体である都市自治体が、地

域の実情に即して住民生活の維持向上に向けた総合的な行政サービスを

提供することができるよう、一般財源が充実確保されなければならない。 

政府は、都市自治体が責任を持って自立した行財政運営ができるよう

にするためには、地方交付税の本質を見失うことなく、地域住民の生活

を守るために必要な交付税総額を復元・増額し、地方が担う事務と責任

に見合う税源移譲を含めた税源配分、地方税財政の偏在是正等に早急に

取り組むとともに、地方税財政制度の構築に向けて下記事項を実現する

よう強く要請する。 

記 

１．地方交付税の復元・増額  

（１）地域間格差は、これまでの地方交付税の大幅な削減による地方交

付税機能の低下にある。安全・安心な住民生活を保障するために地

方交付税の有する財源調整・財源保障の両機能が充分発揮できるよ

う、地方交付税総額を復元・増額し、一般財源の充実を図ること。 

なお、景気対策や政策減税等、国が後年度財源措置すると約束した

交付税措置は確実に履行すること。 

（２）福祉、医療、子育て等の社会保障、教育・安全などの経常的行政

サービスの増大や、道路、橋梁、学校等の改修費用の増大など真に

必要な財政需要を的確に地方財政計画に盛り込み、都市自治体の避



 
 

けられない財政需要の増嵩を適切に地方交付税の需要額に反映させ

ること。 

（３）地方交付税は、国から恩恵的に与えられたものでなく、地方自治

体の固有・共有の財源であることを明確にするため、「地方交付税」

を国の特別会計に直接繰り入れ等を行う「地方共有税」構想を早期

に実現すること。 

 

２．税制抜本改革による国･地方「５：５」の実現と偏在性の少ない税体

系の構築 

（１）税制抜本改革は、地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基

本とし、当面、税源移譲による国・地方の税源配分「５：５」の実

現を図ることにより、地方の財政自主権を拡充すること。 

（２）消費税を含む税制抜本改革は、地方消費税の充実を含む税源の偏

在性が少なく安定的な税収を確保できる地方税体系を構築すること。

なお、税制改革による格差是正は、地方交付税総額が減少すること

があってはならない。 

 

３．地方の自由度を高める国庫補助負担金等の改革 

 地方税財政改革に当たっては、地方の自由度を高め、自立（律）し

た行政運営ができるよう、国と地方の役割分担を明確化し、国の義務

付けや関与の廃止・縮小を一体的に進めながら、国庫補助負担金の廃

止・縮小（一般財源化）を図ること。なお、国庫補助負担金の廃止等

に伴う税財政措置を講じること。 

 また、地方の自由度の拡大につながらない補助率の引下げは、決し

て許されない。 


